
個人情報ファイル簿 

 １　個人情報ファイルの名称 確認申請書

 ２　実施機関の名称及び個人情報ファ

イルが利用に供される事務をつかさ

どる組織の名称

実施機関名　市長 

組織名　建築指導課

 
３　個人情報ファイルの利用目的

審査終了後の確認申請書類の保管に供する

ため。

 

４　記録項目

（第１面） 

１年月日　２申請者氏名　３設計者氏名 

（第２面） 

建築主等の概要 

１建築主　ア氏名フリガナ　イ氏名　ウ郵便番号　

エ住所　オ電話番号　２　代理者　ア資格　イ氏

名　ウ建築士事務所名　エ　郵便番号　オ所在地　

カ電話番号　３設計者　ア資格　イ氏名　ウ建築

士事務所名　エ郵便番号　オ所在地　カ電話番号　

キ作成又は確認した図書　４建築設備に関し意見

を聴いた者　ア氏名　イ勤務先　ウ郵便番号　エ

所在地　オ電話番号　カ登録番号　キ意見を聴い

た設計図書　５工事監理者　ア資格　イ氏名　ウ

建築士事務所名　エ郵便番号　オ所在地　カ電話

番号　キ工事と照合する設計図書　６工事施工者　

ア氏名　イ営業所名　ウ郵便番号　エ所在地　オ

電話番号　７構造計算適合判定の申請　８建築物

エネルギー消費性能確保計画の提出　９備考 

（第３面） 

建築物及びその敷地に関する事項 

１地名地番　２住居表示　３都市計画区域の内外

の別等　４防火地域　５その他の区域，地域，地区，

街区　６道路　ア幅員　イ敷地と接している部分

の長さ　７敷地面積　ア敷地面積　イ用途地域等　

ウ建築基準法第５２条第１項及び第２項の規定に

よる建築物の容積率　エ建築基準法第５３条第１

項の規定による建築物の建蔽率　オ敷地面積の合

計　カ敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除

した数値　キ敷地に建築可能な建築面積を敷地面

積で除した数値　ク備考　 

８主要用途　９工事種別　10 建築面積　ア建築物



 全体　イ建蔽率の算定の基礎となる建築面積　ウ

建蔽率　11 延べ面積　ア建築物全体　イ地階の住

宅又は老人ホーム等の部分　ウエレベーターの昇

降路の部分　エ共同住宅又は老人ホーム等の共用

の廊下等の部分　オ認定機械室の部分　カ自動車

車庫等の部分　キ備蓄倉庫の部分　ク蓄電池の設

置部分　ケ自家発電設備の設置部分　コ貯水槽の

設置部分　サ宅配ボックスの設置部分　シ住宅の

部分　ス老人ホーム等の部分　セ延べ面積　ソ容

積率　12 建築物の数　ア申請に係る建築物の数　

イ同一敷地内の他の建築物の数　13 建築物の高さ

等　ア最高の高さ　イ階数　ウ構造　エ建築基準

法第 56 条第７項の規定による特例の適用の有無　

オ適用があるときは，特例の区分　14 許可・認定等　

15 工事着手予定年月日　16 工事完了予定年月日　

17 特定工程工事終了予定年月日　18 その他必要な

事項　19 備考 

（第４面） 

建築物別概要 

１番号　２用途　３工事種別　４構造　５主要構

造部　６建築基準法第 21 条及び第 27 条の規定の適

用　７建築基準法第 61 条の規定の適用　８階数　

ア地階を除く階数　イ地階の階数　ウ昇降機塔等

の階の数　エ地階の倉庫等の階の数　９高さ　ア

最高の高さ　イ最高の軒の高さ　10 建築設備の種

類　11 確認の特例　ア建築基準法第６条の３第１

項ただし書き又は法第 18 条第４項ただし書の規定

による審査の特例の適用の有無　イ建築基準法第

６条の４第１項の規定による確認の特例の適用の

有無　ウ建築基準法施行令第 10 条各号に掲げる建

築物の区分　エ認定型式の認定番号　オ適合する

一連の規定の区分　カ認証型式部材等の認定番号　

12 床面積　ア階別　イ合計　13 屋根　14 外壁　15

軒裏　16 居室の床の高さ　17 便所の種類　18 その

他必要な事項　19 備考 

（第５面） 

建築物の階別概要 

１番号　２階　３柱の小径　４横架材間の垂直距



　注　この表で「法」とは個人情報の保護に関する法律を，「政令」とは個人情報の保護に

関する法律施行令をいう。

 離　５階の高さ　６天井　ア居室の天井の高さ　

イ建築基準法施行令第 39 条第３項に規定する特定

天井　７用途別床面積　８その他必要な事項　９

備考 

（第６面） 

１番号　２延べ面積　３建築物の高さ等　ア最高

の高さ　イ最高の軒の高さ　ウ階数　エ構造　４

特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準の

別　５構造計算の区分　６構造計算に用いたプロ

グラム　ア名称　イ区分　７建築基準法施行令第

137 条の２各号に定める基準の区分　８備考 

添付図書 

１付近見取り図　２配置図　３各階平面図　４そ

の他の必要図書

 
５　記録範囲

建築主，代理人，設計者，建築設備に関して意見を

聞いた者，工事監理者，工事施工者

 ６　記録情報の収集方法 本人

 ７　要配慮個人情報の有無 □含む　　　　　■含まない

 ８　記録情報の経常的提供先 　

 

９　開示等請求を受理する組織の名称

及び所在地

（名称）都市計画部建築指導課及び情報公開

センター 

（所在地）水戸市中央１丁目４番１号

 10　訂正及び利用停止に関する他の法

令の規定による特別の手続等

 

１１　個人情報ファイルの種別

□法第 60 条第２項第

１号（電子処理フ

ァイル）
■法第 60 条第２項第

２号（マニュアル

処理ファイル）
 政令第 21 条第７項に

該当するファイル 

　　　□有　□無

 
１２　備考


